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気候変動問題の現状と将来、

その対策

第1回昭島市気候市民会議
日時:2026年5月31日(日) 13:00～16:00
場所:昭島市役所1階市民会ホール
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プロジェクト」サブテーマリーダー

2010年～2014年度 環境研究総合推進費 戦略的研究S-10
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2024年（～2026年度）、環境研究総合推進費「再生可能エネルギー導
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簡単な自己紹介

ⒸMitsuru Tanaka
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講演の構成

１．はじめに：気候危機の時代 

２．気候変動の要因と将来予測
気候変動の要因、将来予測、排出シナリオ 等

３．気候変動による自然・社会への影響
地域社会への広範な影響、自然災害、熱中症 等

４. 気候変動対策の方向：緩和策と適応策
  対策の枠組み、緩和策と適応策、東京都の取組 等

５．まとめ：気候変動に伴う地域づくりの課題
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法政大学

ⒸMitsuru Tanaka
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１.はじめに：気候危機の時代 人の命と財産を守る

2025(令和7）年の世界の主な異常気象・気象災害

2025年2～3月岩手・大船渡市山林火災

出典：TBS NEWS DIG Powered by JNN2025年2月28日

出典：気象庁2026年1月15発表

ⒸMitsuru Tanaka

焼失面積3,370ha、最終的に226棟の建物に被害

2026年4月岩手・大槌町の山林火災 1,633ha焼損

出典：岩手日報 2026年4月25日

日没後赤く燃え上がる山林。避難所の吉里吉
里学園小学部に炎が迫った＝4月24日午後6時

大槌町山林火災、発生後初めてまとまっ
た雨がふる 1,618haを焼損＝4月27日午前

出典：毎日新聞 2026年4月27日

2025年は記録的な熱波、深刻な
干ばつ、激しい洪水に見舞われる
「極端気象」の1年となった。欧州
での40℃超えの猛暑、米国・ブラ
ジル等で大規模な干ばつが発生
し、食料価格にも影響を及ぼした。
ヨーロッパの猛暑・山火事: スペイ
ン南部で46℃を記録、フランスや
地中海沿岸でも40℃を超える熱
波が連続した。熱中症による被害
や各地での山火事が深刻化した。
米国等の干ばつと山火事: 年明け
から米国西部で大規模な山林火
災が発生、ブラジルや南アフリカ
では長期的な干ばつにより農業
へ甚大な被害が出た。
アジアの豪雨: アジア各地では洪
水や豪雨による自然災害が相次
いだ。

https://www.hosei.ac.jp/index.html


出典：消防庁、2019年12月「令和元年台風第19号及び前
線による大雨による 被害及び消防機関等の対応状況] 5

2019年9月7～9日
台風15号(房総台風）

2019年10月 台風19号
10月10日から13日まで４日間の降水量

出典：気象庁、2019年10月「令和元年台風19号とそれに伴う大雨など」

台風19号被害 死亡99名・行方不明3名
災害救助法適用は14都県390市区町村

2019年10月12日 多摩川川崎市高津区

ⒸMitsuru Tanaka

○2019年台風第15号の被害
・千葉県を中心に死者3名
(2020年9月30日現在死者9名)、
重傷者13名の人的被害、住家
の全壊391棟、半壊4,204棟、
一部破損72,279棟等が発生
・大雨の影響で大規模な停  
電やそれに伴う断水等のラ  
イフラインへの被害が発生出典：内閣府防災担当、2019年「令和元年房総半島

台風（第15号）・東日本台風（第19号）への対応」

57.5m/sを記録、千葉
県9月9日4時28分

１.はじめに：気候危機の時代  人の命と財産を守る

法政大学

https://www.hosei.ac.jp/index.html


6

東京都内の2025/2024年夏の猛暑の状況

ⒸMitsuru Tanaka

都内2025年6～9月の猛暑日と最高気温
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※2025年9月23日までの気象庁観測結果

出典：東京新聞、2025年9月24日 「猛暑日、各地で最多更新 練馬48日 最高は青梅40.4度 東京都心は最長10日連続」に加筆

「先週までは最高気温35度以上の猛暑日が相次ぎ、9月も含めて長い夏となった。統計史上最も暑かった今年の猛
暑を振り返ると、気象庁が気温を観測する都内8カ所（島を除く）のうち、猛暑日が最も多かったのは練馬区の計48日
。昨年を大幅に上回り、過去最多を更新した。猛暑日は八王子市でも46日、青梅市と府中市で45日、都心では29日
を数え、昨年を9～14日上回り、いずれも過去最多となった。」

※全国では2025年6～9月は大分県日
田市が猛暑日数62日、京都市が同61
日を記録した（2025年10月10日現在）
。

2025年6～9月の東京都内では、最高気温35度以上の「猛暑日」日数が練馬48日、八王子48
日、青梅と府中で45日、都心（千代田）29日と過去最多を記録した。

１.はじめに：気候危機の時代 命と財産を守る

都内2024年6～8月の猛暑日と最高気温

昭島市

出典：東京新聞、2024年9月7日「各地で「猛暑日」最多 雷雨や
突風 倒木など被害も 今夏の記録まとめ」
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世界の二酸化炭素CO2排出量 2022年

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター資料－
EDMC／エネルギー・経済統計要覧2024年版

地球温暖化の要因

出典：環境省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、
気象庁「気候変動の観測、予測及び影響評価統合レ
ポート」

２．気候変動の要因と将来予測
（１）地球温暖化の仕組み

ⒸMitsuru Tanaka
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過去42万年前からのＣＯ2濃度

ⒸMitsuru Tanaka

出典：環境省資料、アメリカ航空宇
宙局(NASA)ホームページより作成

近年の大気中ＣＯ2濃度の推移：緯度別

出典：気象庁「気候変動監視レポート2021」

２．気候変動の要因と将来予測

法政大学

IEA資料に基づき環境省が作成

出典：環境省・経済産業省、2024「気候変動対策の現状と今後の課題」

（２）大気中のCO2濃度の推移：急激な増加

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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２．気候変動の要因と将来予測

法政大学

出典：IPCC第6次評価報告書第1作業部会報告書、2021 「政策決定者向け要約（SPM）の概
要」

（３）最新の科学的知見：世界の平均気温の推移

ⒸMitsuru Tanaka

IPCC AR６ 第1部会報告 世界気温の変化

https://www.hosei.ac.jp/index.html


２．気候変動の要因と将来予測

（参考）温室効果ガスの排出と蓄積（イメージ）

大
気
中
濃
度
の

安
定
化
が
必
要

危険なレベル２℃ 450～500ppm

10

出典：国立環境研究所・環境省資料（IPCC第4次評価報告書に加筆、作成）

ⒸMitsuru Tanaka

世界人為的排出量  
 2022年338億トン/年
 2000-2005年
       264億トン/年

危険なレベ
ルにならな
いようどう
栓を締め
てゆくか年間約2.4ppm増

（2010～2024年平均）

423ppm

海洋約75億トン、陸域約100億トン
約175億トン/年

https://www.hosei.ac.jp/index.html


法政大学

1850～1900年を基準とした世界平均気温
（将来予測）

出典：気象庁「IPCC 第６次評価報告書 第１作業部会報告書 気候変動 2021：自然科学的根
拠 政策決定者向け要約」暫定訳（2022年5月12日版） 出典：全国地球温暖化防止活動推進センターＨP

• 世界平均気温は、考慮した全ての排出シナリオにおいて、少なくとも今世紀
半ばまでは上昇を続ける。

• 向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出を大幅に減
少しない限り、21世紀中に、地球平均気温上昇は1.5℃及び2℃を超える。

（４）IPCC第６次評価報告書：将来シナリオと気温上昇の予測

1.5℃上昇シナリオ

2℃上昇シナリオ

4℃上昇シナリオ

ⒸMitsuru Tanaka

2．気候変動の要因と将来予測

11

将来気温
の予測

SSPシナリオはSSPx-y と表記され、x は5 種のSSP（1：持続可能、2：中道、3：地域対立、4：格
差、5：化石燃料依存）、y はRCPシナリオと同様に2100 年頃のおおよその放射強制力、単位は
W/m2を表す。

2025年時点

https://www.hosei.ac.jp/index.html


法政大学
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出典：東京管区気象台2022「東京都の気候変動」に加筆

日
数

（５）東京の将来の平均気温変化・2℃上昇と4℃上昇の2つのシナリオ

東京  将来の猛暑日・熱帯夜 日数の変化

ⒸMitsuru Tanaka

気
温

４℃上昇シナリオでは、将来気温の増加幅は大きく、猛暑日は
年間31日程度、熱帯夜は年間58日程度増えると予測される

日
数/

地
点

２℃上昇シナリオ
各国が強化した温暖化対策を実施し、21世紀末の世界平均気温が工業化以前と比べて約2 ℃上昇、

パリ協定2 ℃目標が達成された場合 IPCC/AR5のRCP2.6、IPCC/AR6のSSP1-2.6シナリオ。

４℃上昇シナリオ
  今後、追加的な緩和策を取らず21世紀末の世界平均気温が工業化以前と比べて約4℃上昇した場合 
IPCC/AR5のRCP8.5シナリオ、IPCC/AR6のSSP5-8.5シナリオに相当。

２．気候変動の要因と将来予測

https://www.hosei.ac.jp/index.html


出典：東京管区気象台 「東京の年平均気温」に加筆
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・直線（赤）は年平均気温の長期的傾向
・世界の平均気温は過去100年間あたり約0.76℃上昇、日本全体で過去100年間あたり約1.35℃
上昇、東京では過去100年あたり約2.6℃の上昇

ⒸMitsuru Tanaka

（６）東京の気温上昇の推移：年平均気温偏差の変化

・気象観測所(東京・千代田区)では、都市化によるヒートアイラ
ンド現象の影響も加わって日本平均よりもさらに高くなり、100
年当たり約2.6℃上昇している。

２.気候変動の要因と将来予測

東京の年平均気温1870-2023年

過去の日本の気温上昇：気温偏差の経年変化

世界の気温上昇：気温偏差の経年変化

2023

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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（参考:再掲）東京都内の2025/2024年夏の猛暑の状況

ⒸMitsuru Tanaka

都内2025年6～9月の猛暑日と最高気温
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※2025年9月23日までの気象庁観測結果

出典：東京新聞、2025年9月24日 「猛暑日、各地で最多更新 練馬48日 最高は青梅40.4度 東京都心は最長10日連続」に加筆

「先週までは最高気温35度以上の猛暑日が相次ぎ、9月も含めて長い夏となった。統計史上最も暑かった今年の猛
暑を振り返ると、気象庁が気温を観測する都内8カ所（島を除く）のうち、猛暑日が最も多かったのは練馬区の計48日
。昨年を大幅に上回り、過去最多を更新した。猛暑日は八王子市でも46日、青梅市と府中市で45日、都心では29日
を数え、昨年を9～14日上回り、いずれも過去最多となった。」

※全国では2025年6～9月は大分県日
田市が猛暑日数62日、京都市が同61
日を記録した（2025年10月10日現在）
。

2025年6～9月の東京都内では、最高気温35度以上の「猛暑日」日数が練馬48日、八王子48
日、青梅と府中で45日、都心（千代田）29日と過去最多を記録した。

都内2024年6～8月の猛暑日と最高気温

昭島市

出典：東京新聞、2024年9月7日「各地で「猛暑日」最多 雷雨や
突風 倒木など被害も 今夏の記録まとめ」

２.気候変動の要因と将来予測



３．気候変動による自然・社会への影響
（1）社会の自然・生活に及ぶ気候変動の影響

15

出典：環境省、2006「地球温暖化と感染症」
法政大学

ⒸMitsuru Tanaka
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出典：文部科学省及び気象庁2025「日本の気候変動202５」

（2）気象災害の激化：真夏日、熱帯夜と豪雨の増加

３．気候変動による自然・社会への影響

ⒸMitsuru Tanaka

全国13地点 日最高気温35℃以上:猛暑日
年間日数の経年変化 1910～2024年

全国13地点 日最低気温25℃以上：熱帯夜
年間日数の経年変化 1910～2024年

全国100地点 日降水200㎜以上の大雨の年
間日数の経年変化 1901～2024年

左は2℃上昇シナリオの、
右は4℃上昇シナリオの
予測。20世紀末（1980
～1999年平均）と比べ
て年平均気温の変化の全
国平均は、2℃上昇シナ
リオで約1.4℃上昇し、
4℃上昇シナリオで約
4.5℃上昇すると予測さ
れる。

日本の21世紀末
（2076～2095）の年
平均気温の将来予測

2℃上昇シナリオ
SSP1-2.6

4℃上昇シナリオ
SSP5-8.5

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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３．気候変動による自然・社会への影響

（3）記録的な海面水温上昇：海洋熱波の進行、台風や大雨の頻発

日本近海の2023年9月の平均海面水温の平年差

日本近海の2023年9月の平均海面
水温平年差の推移（時系列）

左図・右図とも平年は1991年～2020年の平均値

2023年は気温が記録的に高かっただけでなく、日本近海の海面水温も高い状態となった。
特に9月は平年差+1.6℃となり、10海域のうち6海域で1982年以降での第1位となった。

日本近海の平均海面水温が記録的に高くなったのは、日本の平均気温が記録的に高かっ
たことや、例年房総半島沖を東に流れる黒潮続流が三陸沖にまで北上し、海面の内部ま
で海水温の高い状態が春頃から続いたこと等が要因と考えられる。

出典：気象庁、2024「地球沸騰の時代が到来～気象庁の気候変動に関する取り組み～」

ⒸMitsuru Tanaka
法政大学

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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（４）海面上昇等に伴う高波・高潮リスク、水害リスク

・仮に海面が60cm上昇すると、ゼロ
メートル地帯の面積と人口が5割拡
大する

・将来の海面水位上昇は深刻な事
態をもたらす

出典：文部科学省・気象庁・環境省、2013：気候変動の観測・予測・影響評価統合レポート
「日本の気候変動（2012年度版）」

３．気候変動による自然・社会への影響

法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

世界及び日本沿岸の海面水位変化（1906～2019年） ・日本沿岸の海面水位(4、16地点)
は、1980年以降は世界平均海面水
位と同程度の上昇傾向を示す

・長周期変動は自然変動が要因

・ IPCC海洋・雪氷圏特別報告書で
は21世紀末（2081～2100年平均）
の世界平均海面水位は、20 世紀
末（1986～2005 年平均）に比べて
4℃上昇シナリオで0.71m（0.51～
0.92 m）、2℃上昇シナリオで0.39m
（0.26～0.53 m）上昇と予測

出典：文部科学省・気象庁2020「日本の気候変動２０
２０」

https://www.hosei.ac.jp/index.html


・年齢区分別では、高齢者が最も多く、次いで成人、少年、乳幼児の順となっている
・初診時における傷病程度別は、軽症が最も多く、次いで中等症、重症の順となっている
・発生場所別では、住居が最も多く、次いで道路、公衆（屋外）、仕事場の順となっている

2025年7月 熱中症の発生：全国の熱中症救急搬送状況(総務省消防庁調べ）

19

出典：総務省消防庁、2025年8月「令和７年７月の熱中症による救急搬送状況」

ⒸMitsuru Tanaka

全国の熱中症発生数・救急搬送の推移（2008～2024年）

H20～R7年データはいずれも各年7月分の搬送者数

発生場所別(2025年7月）

３．気候変動による自然・社会への影響

2018年の熱中症被害
死者6～9月：1,518名

搬送者6～9月：95,137名

2018年7月
2
5
年
7
月

（5）人の健康リスクの激増：熱中症による患者発生・搬送数 その１

法政大学

年齢区分別(2025年7月):39,375人

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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21世紀末(2081～2100年)における都内の熱中症搬送者数、熱ストレス死亡者数【将来予測】

熱中症
搬送者数

熱ストレス
超過死亡者数

法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

３．気候変動による自然・社会への影響

1.83

4.69

0

1

2

3

4

5

RCP2.6 RCP8.5

2.43

6.69

0

1

2

3

4

5

6

7

8

RCP2.6 RCP8.5

注１：「環境省環境研究総合推進費S-8温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究（2010～2014）」における影響評価の研究成果（S８データ）で示される４つの気候モデルのう
ち、主要な日本の気候モデルである「MIROC５（東京大学/NIES：国立研究開発法人国立環境研究所/JAMSTEC：国立研究開発法人海洋研究開発機構」の予測結果を示す。

注２：過去の熱中症搬送者数と搬送された日の日最高気温の間の関係式をもとめ、その関係式にもとづいて将来の熱中症搬送者数を評価している。
注３：気温による死亡者数がもっとも少なくなる気温「至適気温」をもとにして、これを超えた気温での死亡者数から至適気温での死亡者数を引いたものを超過死亡としている。熱ス

トレス超過死亡者数の予測は、至適気温が将来にわたって一定であると仮定し、日最高気温の将来予想値から評価している。
出典： 「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」（国立研究開発法人国立環境研究所）のデータを使用 アクセス日：2022年7月5日

基準期間〔1981～2000年〕
に対する倍率

（参考）東京における熱中症の将来予測

・21世紀末（2081～2100年）における都内の熱中症搬送者数は、温暖化対策をとった場合 （
RCP2.6、2℃上昇シナリオ）が1.83倍、温暖化対策をとらなかった場合（RCP8.5 、4℃上昇シナ
リオ）が4.69倍、現状より増加すると予測

・都内の熱ストレス死亡者数は、温暖化対策をとった場合（RCP2.6、2℃上昇）が2.43倍、温暖
化対策をとらなかった場合（RCP8.5、4℃上昇）が6.69倍、現状より増加すると予測

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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（参考）熱中症被害の推移

３．気候変動による自然・社会への影響

熱中症の死亡者の推移：５年移動平均

自然災害と熱中症の死亡者

出典：環境省、2023「熱中症対策の推進のための法制度について」

ⒸMitsuru Tanaka
C:/Users/mtana/AppData/Roaming/PolarisOffice9/ETemp/24304_17801112/image1.gif

※2024年 熱中症死亡者120人

https://www.hosei.ac.jp/index.html


脆弱性（抵抗力）

気
候
変
動
対
策

気候（外力）
の変化

・気温、降水、降雪、
日照、風 等

自然影響
・土地、水系、生態
系、生物等への影

響

経済社会影響
・地域産業、地域経
済、地域社会、国土
基盤等への影響

生活影響
・健康、安全・安心、
意識・行動、家計

等への影響

温室効果ガス以外の要因
ヒートアイランド、開発等

温室効果ガスの排出
・大気中濃度の増加

感受性（社会変化）
・土地利用、近隣関係、過疎化、
過度な外部依存、高齢化等身

体的・社会的弱者増加 等

緩和策
・温室効果ガス
の排出削減等
カーボンニュー
トラル/ゼロ
カーボン

適応策
・感受性の改善
・適応能力向上

緩和策を実施した
としても回避でき
ない影響に対して

気候変動の人為的
要因の改善として

適応能力
・行政制度、モニタリング、住民
や企業における備え・知識等

地域社会

22出典：法政大学資料
法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

4．気候変動対策の方向：緩和策と適応策

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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実質排出7.6億トン

（参考）2030年度目標、2035年度及び2040年度目標（新
規）の設定と、2050ネットゼロに対する進捗

出典：環境省、2025年2月「地球温暖化対策計画の概要」に加筆

ⒸMitsuru Tanaka

4.1 気候変動対策 緩和策の方向（1）削減目標

法政大学

2013年比 ▲22.9％
実質排出量7.6億トン

2013年比▲46％

21世紀後
半に脱炭素
社会実現

https://www.hosei.ac.jp/index.html


地域社会からの温室効果ガス排出量の低減のために、（A)活動量のスリム化、
(B)エネルギー消費量の低減（エネルギー利用効率化・省エネ）、(C)エネルギー
中の二酸化炭素量の減少=CO2排出係数の低下 の３つが必要。

（A)活動量のスリム化：社会経済の活動量の低減・省資源化、行動変容
（B)エネルギー消費量の低減：エネルギー利用の効率化、省エネ対策の徹底
（C)エネルギーのCO2量減少：CO2排出係数の低下＝再生エネの普及・拡大

＊地域の二酸化炭素排出量
＝活動量(A)×エネルギー消費原単位(B)×炭素集約度(C：CO2排出係数)
＝A（人口、製品出荷額等）×B｛エネルギー消費量／活動量（人口、製品出

荷額等）｝×C｛二酸化炭素排出量／エネルギー消費量｝
この算式以外に、二酸化炭素吸収量対策(森林吸収等)が必要である

＊脱炭素社会への移行（＝経済社会活動の変容）の要因
 人々の意識・行動変容×活動を定める制度改革×活動を支える技術革新

意識・行動変容：環境学習、経済的インセンティブ等
制度改革：国際社会の合意、法制度、社会制度等
技術革新：省エネ技術、再エネ技術、二酸化炭素貯留技術等

→脱炭素社会に向けた「公正な移行 Just Transition」の必要性

24

出典：環境省、2014「地方公共団体における地球温暖化対策の計画的な推進のための手引き」ほか
法政大学

4.1 気候変動対策 緩和策の方向（2）脱炭素政策
脱炭素・カーボンニュートラル社会の実現の政策

ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html


4.1 気候変動対策 緩和策の方向（3）対策事例

25

（参考）IEA：国際エネルギー機関 ネットゼロロードマップの対策例

出典：環境省・経済産業省、2024「気候変動対策の現状と今後の課題」に加筆

法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

◼ 大きな効果が見込まれる緩和施策
ネットゼロシナリオにおいて、2050年までのCO2削減は太陽光・風力発電の導入（22%）、
電化（22%）などの緩和策が特に大きく貢献する。

◼ 2030年以前・以降における寄与度の変化
太陽光・風力発電の導入や電化に加えて、2030年以前では、エネルギー効率改善（15%）
や行動変容・需要削減（14%）が大きな寄与を示す。2030年以降では、CCUS（15%）
もCO2削減に大きな効果を示す。 CCUS：Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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気候変動適応法の制定：2018年6月制定、2018年12月施行

出典：環境省
「気候変動適応
法案の概要」

法政大学

4.2  気候変動対策 適応策の方向（1）法制度

ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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◼ 適応策 → 国は気候変動適応法と適応計画を制定、推進

・住民の安全と健康を確保するため、まちづくりの各分野で実施する
・気候変動影響は地域特性に応じて現象が異なり、地域特性に基づく取り組み

が重要で、かつ不可欠である
・気候変動は地域や事業者にとってリスクであるが、他方でチャンス（適応ビジ

ネス等）でもある

◼ 適応策の主な分野

・防災・沿岸対策 大雨・洪水、台風等の発生

・健康対策 熱中症対策、感染症対策

・農業・食料 農業や食料等の不作、減収

・林業・森林 生態系への影響

・水資源・水環境 水不足や渇水対策

・伝統や文化、スポーツ活動等への影響

・地場産業、市民生活等への広範囲な影響

◼ 適応策は、既存対策（潜在的適応策）の強化と新規施策の実
施の組合せ

法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

事業者の気候変動への対応

4.2  気候変動対策 適応策の方向（2）適応策分野

https://www.hosei.ac.jp/index.html


東京の市区町村における具体的な気候変動分野と適応策（例）

28

①将来の急激な気温上昇→熱中症対策

②大雨・豪雨の激化→災害対策：河川洪水や土砂災害対策

③その他の地域特性による影響分野に対する適応策

21世紀末の都内の熱中症搬送者数は、温暖化対
策をとったRCP2.6で1.82倍、対策をとらなかった
RCP8.5で4.69倍、現状よりも増加すると予測。

都内の熱ストレス死亡者数は、温暖化対策をとっ
たRCP2.6で2.42倍、対策をとらなかったRCP8.5で
6.67倍、現状よりも増加すると予測されている。

「西日本豪雨被害」の画像検索結果 
「西日本豪雨被害」の画像検索結果 

西日本豪雨2018年7月上旬

・高潮対策、水害・土砂災害対策
堤防等の強化、ハザードマップの
作成と啓発

・透水性舗装
・市街地緑地の整備、活用（グリーン

インフラ）

・地域の気候への脆弱性に応じて
多摩地区：生態系保全や野生鳥獣害対策、農業対策、水資源管理（例）
区部：健康（感染症）対策、外来種対策 など

法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

出典：国立環境研究所「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」のデータを使用

出典：消防庁、2019年8月「平成30年７月豪雨及び台風第12号による被害状況]

4.2  気候変動対策 適応策の方向（3）地域適応策

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiWlrbN0fvcAhUV8bwKHUyaAaoQjRx6BAgBEAU&url=https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32739990X00C18A7MM8000/&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=2ahUKEwj2nqyG0vvcAhUZ77wKHXlBAP4QjRx6BAgBEAU&url=http://chinesestyle.seesaa.net/article/460446833.html&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
https://www.hosei.ac.jp/index.html


出典：横溝要、2018「相模原市における適応の取組」
オール東京６２気候変動適応策研究会（第4回）

相模原市適応計画の事例：地域特性に応じた影響分野と適応策の設定
市「適応計画」での影響分野と適応策の抽出の例

29
法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

（参考）気候変動対策 適応策の方向 適応策事例

https://www.hosei.ac.jp/index.html


１．気候変動問題は、人類(国際社会、地域社会）に共通の普
遍的な大問題である。これを解決しないと、人類の生存に大
きなリスク(自然災害、食糧危機、熱中症・感染症等）が生じる。

２．気候変動問題の解決に残された時間は限られている。

３．気候変動問題には、脱炭素・緩和と適応の両面からの対
応が急がれる。

４．緩和と適応に両面において、経済社会構造や技術システ
ム、価値観など（制度、技術、意識）の転換 transition (変換/
推移）が必要になる。

（１）気候変動問題への基本認識

５. まとめ：気候変動に伴う地域づくりの課題

法政大学

30ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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（2）対策の基本：地域からの緩和策・CO2等排出削減・
吸収策と適応策・温暖化影響への備えの同時実施

地域から取り組む対策の課題
緩和策の課題：①国際的連携のもと
で地球規模の実行が必須、②長期
的観点からの取り組みが必要、③対
策実施の成果・効果が見えにくい

適応策の課題：①地域特性による温
暖化影響に対して地域のニーズや意
識に応じた対策実施/優先順位、②
即時的観点からの取り組み、③幅広
い分野にまたがり分野別対策が必要

法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

緩和策：省エネ・エネルギー効率的利用、再エネの普及拡大（太陽光発
電、風力発電等）、吸収源対策（森林/緑地の保全・整備等）

適応策：温暖化影響への備え・軽減、水害・土砂災害対策、健康確保
への対応（熱中症/感染症対策）、農林水産業対策など

出典：温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート「日本の気候変動とその影響」（2009）に加筆

都市構造の見直し
エネルギー・水等のフロー

見直し

５. まとめ：気候変動に伴う地域づくりの課題

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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■事業の特徴 千葉県睦沢町・道の駅
• ガスコジェネ及び太陽光・太陽熱で作った電
気と熱を面的に供給 

• エリアは道の駅および防災拠点に指定されて
おり、非常時にガスコジェネと自営線によりエ
ネルギー供給を継続 

• 地域資本の新電力が熱電併給による面的供
給を行う国内初の事例

事例１：むつざわスマートウェルネスタウン 道の駅 再エネ整備/緩和と災害対応/適応

エネルギーフロー

■台風15号2019年9月 災害時の取組み
・千葉県内では停電、断水などの甚大な被害
・9月10日から停電復旧時（11日）まで、温浴施
設のシャワー無料開放、携帯電話等の充電設
備を無料開放

・町内外約1,000人がサービスを利用

５. まとめ：気候変動に伴う地域づくり 気候変動×災害

出典：国土交通省、2020「むつざわスマートウェルネスタウン拠点形成事業」

ⒸMitsuru Tanaka

法政大学

https://www.hosei.ac.jp/index.html


５. まとめ：気候変動に伴う地域づくり 気候変動×経済

33

事例2：石狩市 再エネの地産・地消・地活の地域づくり

出典：石狩市、2024「洋上風力発電と石狩市の産業振興について」
ⒸMitsuru Tanaka

法政大学

脱炭素地域の実現＝
地域経済の成長・発展
→「移行」の先行事例

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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報告書政策決定者向け要約」
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ご清聴、ありがとうございました

法政大学

ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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